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                                       要約 

 日本の不登校の問題を考える上で，常に世界の研究に目を向け続けることは必要である。筆

者は 1980 年から 1990 年までの研究の概観を行い，その継続研究として 1991 年から 2002 年ま

で，および 2011 年は ERIC および PsycINFO(PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS)の，2003 年か

ら 2010 年までは PsycINFO の,2013 年と 2014 年は ERIC の，さらに 2015 年からは ERIC および

PsycINFO の不登校との関連が考えられるキーワード school attendance，school dropout，school 

phobia ，school refusal を持つ文献を分類してきている。その継続研究として 2018 年は ERIC

および PsycINFO の文献 51 件について取り上げ分類し検討を加えた。 
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  Ⅰ はじめに 

 筆者(1992a)は，諸外国と日本における不登校の初期研究を踏まえた上で，ERIC および

PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS の school attendance, school dropout, school phobia, school refusal 

をキーワードとする 1980 年から 1990 年の 400 件あまりの文献を中心に各国別，年代順別に分

類し，不登校研究の概観を行った。不登校の問題を考える上で，日本国内ばかりではなく世界

の研究に常に目を向け続け，1 年毎の形式で蓄積していくことは意味があると考え，1991 年か

らそれぞれの年の文献について継続研究を行ってきた(1992b,1993,1994,1995,1996,1997,1998, 

1999,2000,2001,2002,2003,2004,2005,2006,2007,2008,2009,2010,2011,2012,2013,2014,2015,2016, 

2017,2018)。 

 本研究は，2018 年の文献についての継続研究である。ERIC データベースは 2003 年以降，デ

ータベースの検索方法を変更していたため，2003 年以降の文献については，年毎の検索ができ

なくなっていたが，2011 年途中に確認をしたところ年毎の検索が利用可能になっていた。 

 一方，PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS (PsycINFO データベース)は，2013 年 11 月末に日本

国内の個人利用者へのデータベースサービスが終了し，2013 年 12 月以降は大学などの専門機

関施設内での利用となっていた。2015 年 7 月以降に，学術認証フェデレーション(GakuNin)に

参加している鳴門教育大学を含む多くの大学関係者等は学外からの学術情報の検索が可能とな

り現在に至っている。 

 今回の研究では，ERIC および GakuNin 経由 PsycINFO データベースを用い，文献検索を行っ



た。検索方法は，インターネット経由での作業を行った。これらの中から不登校との関連が考

えられるものについて，キーワード毎に分類した。筆者の作業(1992a)に続くこの継続研究は，

今回で 28 年目に当たるが，同一規準での作業をし，世界での傾向を把握する基礎研究の 2018

年分である。 

 2018 年の ERIC では，school attendance に関する文献が 51 件，school dropout に関する文献

が 47 件，school phobia に関する文献が 0 件，school refusal に関する文献が 7 件であった。一

方，PsycINFO では，school attendance に関する文献が 336 件，school dropout に関する文献が 143

件，school phobia に関する文献が 144 件，school refusal に関する文献は 91 件であった。 

 ERIC および PsycINFO の 819 件の文献の中で不登校との関連が考えられる 51 件について，

キーワード毎に分類し，研究の概観をする。 

 

 Ⅱ キーワード毎の研究の概観 

 ここで取り上げる研究は，2019 年 6 月現在，ERIC および PsycINFO において検索し，不登校

との関連が考えられる 2018 年分として収録されている文献である。ここでは，日本の幼稚園・

保育所から高等学校に対応する学年までの不登校との関連が考えられる文献を取り扱っている。 

  １ school attendance に関する研究の概観 

  school attendance をキーワードに持つ文献 387 件のうち，関連の考えられる 14 件について概

観することにする。ERIC では 51 件のうち 6 件，PsycINFO では，336 件のうち 8 件を取り上げ

る。なお，国別では，アメリカ合衆国が 9 件，英国が 2 件，インドが 1 件，パキスタンが 1 件，

ドイツが 1 件である。 

 Datta ら(2018)は，1983 年から 2004 年度のインドの NSSO データを用いて，6～14 歳の低所

得の農村地帯の子どもの登校率に，1990 年代半ばから開始された教育改革が与える影響を評価

している。差分線形傾向を可能にする三重差分モデルを算定し，男子よりも女子の方が幾分強

いけれども，農村地帯の低所得児童の登校率に関する学校改革の肯定的因果的影響を見いだし

た。これらの集団の児童では，登校率の増加は，6～11 歳のカテゴリーと，想定されている部

族やカーストを背景とする子どもによってもたらされている。教育改革が結果として登校率を

増加させたことについて述べているが，具体的な内容は，本文献では見られない。 

 Killian ら(2018)によれば，アメリカ合衆国では，難民の子どもに対する登校が義務づけられ

ている。子どもたちは，突然の侵入に耐え，その習慣が固有の文化の価値からしばしば大きく

逸脱する新しい文化に慣れなければならない。難民の子どもたちは，しばしば元々と新しい文

化的価値との衝突を内在化させるような，文化的な変容に関連するメンタルヘルスの問題に苦

しめられている。誘導する支援がなければ，難民の子どもたちは，新しい文化に迷うかもしれ

ない。最も適した援助者は，グループワーク体験を進めるユニークな立場にあるスクールカウ

ンセラーであると考えられる。ここでは，グループ介入の例を提供し，理論に基づいた文化的

変容モデルを伴う意味を展開している。なお，本文献は全文の閲覧が可能である。 



 Tollit ら(2018)によれば，学校の機能が慢性疲労症候群(CFS)に大きく影響されるとしばしば

推測される。この現象がどのように現れるのかは，ほとんど特徴づけられていない。この系統

的概観では，CFS の生徒の学校の機能を評価するために使用される方法，構成，および機器を

総合的に評価している。電子データベース(CINAHL，MEDLINE，PubMed，ERIC，PsycINFO)

で検索し，CFS の小児および青年における学校機能を測定した実証的研究を特定した。合計 36

件の論文が選択基準を満たしていた。これらの中で報告されている学校機能構築物は，登校状

況に関連して測定されたものであった。これに続いて学業機能，達成動機，受けていた教育サ

ービスがあった。これらの構築物の測定にはほとんど一貫性が見られなかった。今回の概観で

は，CFS を有する児童・青年男女の学校での体験が，長期欠席を超えて特徴づけられることは

めったにないことが明らかになった。現在の評価方法の改善は，学校の機能に対する CFS の影

響を包括的に理解するために必要である。学校の機能の複数の側面を完全に理解することは，

CFS である児童生徒に対する教育成果を最適化するための的を絞った戦略を知らせるのに役立

つと考えられる。なお，CFS について DSM-5 での記載は見られない。 

 Golaszewski ら(2018)は，青年期の若者での体重による差別と学校のつながりとの関連を調査

研究している。あわせて，保護要因として教師の支援を検討している。57%が白人で，平均年

齢 12.16 歳の 639 人の中学生に，健康行動調査を実施した。同級生や友人からの体重による差

別は，体重差別を体験したことがあるかないかに二分された。５つの学校関連項目の平均によ

り，学校関連性のレベルを評価した。教師の支援は 4 つの教師支援項目の平均を取ることによ

って測定された。階層的線形回帰を用いて，体重による差別と学校とのつながりの関連性を調

査した。教師の支援はモデレータとして検討された。体重による差別は学校とのつながりが低

いことと関連していた(p<0.05)。教師の支援は，学校とのつながりの高さと関連していた

(p<0.001)が，体重による差別と学校とのつながりの関連性を緩和するものではなかった。生徒

は学校で過ごす時間の大部分を過ごし，学校とのつながりを感じるというプラスの効果から恩

恵を受けるためには，体重による差別と学校のつながりの低さとの関連は重要である。教師に

よる支援とあわせて，教師による働きかけが必要であると考えられる。 

 Buergi ら(2018)によれば，長期欠席はパキスタンのメディアや「幽霊の学校」，「幽霊の先

生」という用語で開発機関から報告されていることがよくある。この現象が身体障害および学

習困難を伴う小中学生の就学率にどのように影響しているかについての普遍的な教育の権利に

関する学術文献にはほとんど書かれていない。政治的に不安定で貧しい人々のように公教育が

不十分で資金不足の場所での特別支援教育と教員養成について，新鮮な思考を促すための概念

的なツールとして，学校がないことと学校外であることの定性的な識別を提案している。西は

イラン，北はアフガニスタンに接するバルチスタン州である。遅れをとっている教育改革プロ

セスと特別な教育的ニーズを持つ子どもたちへのサービス提供の欠如を批判する代わりに，こ

の理論的介入を行い，南アジアの発展途上教育地域の研究不足セグメントでの教育課程革新の

機会を明らかにしようとしている。クエッタの障害児のための 2 校での現地観察は，この社会



的分析を知らせる質問票を補完している。線形回帰モデルの結果には限界があるにもかかわら

ず，障害のある男女や児童虐待への不安に対する態度の違いを議論に取り入れている。なお，

本文献は全文の閲覧が可能である。 

 Black と Zablotsky(2018)は，学校に通う子どもたちの間での慢性的な欠席と選択された発達

障害(DD)の間の関連を調査することを目的に研究を行っている。2014～2016 年の全国健康面

接調査を用いて，多変量ロジスティック回帰モデルを DD(注意欠如/多動症[ADHD]，自閉スペ

クトラム症，知的障害，その他の発達遅滞)と慢性的な欠席との関連を推定する 5～17 歳までの

児童青年での人口統計学および共存する身体的健康状態に関連する欠席を調査している。2014

～2016 年の間に，ADHD の全体的な有病率は 10.6%，自閉スペクトラム症は 2.5%，知的障害

は 1.3%，その他の発達遅滞は 5〜17 歳の児童青年で 3.8%であった。調査したある種の DD の

子どもは，DD ではない子どもと比較して慢性的な欠席のオッズが有意に高かった。具体的に

は，ADHD(調整オッズ比[AOR]:1.84;95%信頼区間[CI]:1.16-2.91)，自閉スペクトラム症

（AOR:2.89; 95％CI:1.59-5.27），知的障害(AOR:1.57;95%CI:1.03-2.39)であった。これらの条件

のない子どもたちよりも学校に常習的に欠席している可能性が高い結果となっている。DD の

子どもはより高い慢性的な欠席率であった。関連づけは，人口統計学および共存する身体的健

康状態を統制後も残っていた。同様に，DD の数が増えると，慢性的な欠席の可能性が高まっ

た。これらの調査結果は，DD の種類と数の両方が就学に関連していることを示していると結

論づけている。基本データとして把握し，今後の支援の必要性の一助になればと考える。 

 Ansari(2018b)によれば，長期欠席はもっとも広がりのある小学校低学年の間で特に，アメリ

カ合衆国での大きな問題として認識されてきている。なぜ，子どもが欠席するのか，初期の特

定の教育体験が子どもの欠席率を減少させるかどうかを理解することへの関心が高まっている。

幼稚園と１年生での欠席の形態について，センターベースケアの就学前およびセンターベース

ケアと全日制の幼稚園登録の幼稚園での子どもの早期の学校体験での付加的，相乗的利得を評

価することを目的に研究を行っている。12,835 人の子どもと家族を含む 2010 年度の幼稚園ク

ラス早期児童期縦断研究からのデータを用いている。就学前および幼稚園でのセンターベース

ケアに登録された子どもは，ほとんど欠席せず，幼稚園と 1 年生で慢性的な欠席はほとんどな

かった。全日制幼稚園教育課程の子どもは，幼稚園の終わりまでより多く欠席したが，翌年の

終わりまでには欠席が少なくなった。早期の学校配置の特定の組み合わせで有益なものはなか

ったが，早期の教育的配置を体験した子どもは，それほど頻繁に欠席せず，幼稚園よりも 1 年

生で，これらの利得が大きかった。比較的長期間の登校に関する正式な早期の教育プログラム

と機会の重要性が考えられる。なお，本文献は全文の閲覧が可能である。 

 Heyne(2018)によれば，登校問題(SAPs)に関する文献は多様であり，時に混乱を招くが，ま

た有望でもある。SAP に関連する多様性，複雑さ，劇的な展開を証明する 7 つの記事と議論を

紹介している。特に登校拒否に焦点を当てているものもあるが，登校拒否，不登校，その他の

種類の SAP に関連性があるものもある。7 つの記事は，(1)どのようにして SAP を最もよく分



類し識別することができるか，(2)SAP が重度，慢性，複雑な場合に適用できる革新的なアプ

ローチはどれかという 2 つの重要な問いについて考えることの方向性を提供している。この問

題は長期欠席を管理するための介入対応モデルの第 1 層と第 3 層に直接関連している

(Kearney&Graczyk,2014)。3 つの革新的な治療プログラムは，メンタルヘルス介入と教育介入

を組み合わせて，第 3 層の SAP に対処する方法を示している。この議論と記事では，7 つの記

事で取り上げられているトピック，および SAP の分野における実践と研究のギャップについて

の考察を反映した考察を紹介している。なお，このシリーズで提供されている考え方について

は，批判的創造的に対応することが求められる。 

 Koopmans(2018)によれば，高等学校への登校状況が学業成績を説明するために使用される因

果関係ネットワークでの重要な調停者であることを疑問視する教育研究者や教育従事者はほと

んどいないが，登校状況は依然として研究されてきていない。ニューヨーク市教育局

(NYCDOE)は，2004 年から，すべての学校の日々の登校率のリポジトリを作成し，縦断的傾向

と依存関係を調べる機会を作り出した。小規模校 6 校，大規模校 10 校で，10 年間（2004 年 9

年～2014 年 6 月）の 1 日あたりの登校率である。この分析は時系列分析を使用してデータ内の

短距離，季節および長距離依存関係を体系的に区別している。季節サイクルは予測可能であり

(ここでは，曜日による変動)，長期の依存関係は予測不可能なサイクルを示し，自己相似性，

自己組織化された重要性，スケール不変性などの複雑な動的プロセスを示唆していた。校舎内

の職員によって検出されることが，システムの動作の重要な側面である。季節サイクルは，9

校の大規模校のうち 3 校，6 校すべての小規模校で見られた。有意な長距離依存性(ハースト指

数)が，すべての大規模校と，5 校の小規模校で見いだされた。季節サイクル以上の長期にわた

るプロセスの蔓延は驚くべきことであり，これらのシステムが日常の登校行動においてそれら

の発現を見出す外因性プロセスにおける，例えば親の関与のような変動への適応性を示唆する

かもしれない。しかしながら，親の関与のよう変動については更に継続研究が必要であると考

えられる。 

 Reynolds ら(2018)によれば，里親制度から離れる青年男女の高年齢化は，多くの場合，経済

的に自分自身を支えることと，若年で自分の住居を確保することの両方の不安定な立場に置か

れている。登校することが困難な仕事を引き受けることと，自分たちの生活の中でこの困難な

時期に同時に働くことも，多くの場合に選択している。仕事と学校の要求を同時に引き受ける

ことが，里親の養育から移行するにつれて青年男女の健全な発達を圧迫し，実際に妨げる可能

性があるかどうかを調べる「過重負担」仮説を検証する研究を行っている。この問題は，2010

年 10 月から 2014 年 7 月までの 5 つの州で，里親の養育を受けていない青年男女に提供される

国立非営利団体の移行型生活プログラムに登録された登校状況，雇用，住宅不安の関係につい

て，調査研究を行っている。登校状況も雇用状況も，若者が住宅不安のリスクを減らすように

なり，「過重負担」仮説を支持するエビデンスはほとんど出てこなかった。ここに示されたエ

ビデンスは，何人かの若者にとって，学校に通って仕事を見つけるという決定は住宅不安の原



因ではなく兆候であるかもしれないことを示唆している。その結果，成人に移行するという困

難な発達課題を乗り越えながら，青年男女を支援するための実践的な研究のエビデンスの使用

と健全な臨床判断の重要性が強調されていると考える。 

 Knollmann ら(2018)によれば，登校の問題(SAP)はさまざまな形で顕在化し，複数の危険因

子と関連しているため，包括的な評価方法が求められる。登校の影響を評価する上で，在学し

ているかよりも，症状の程度を評価するために，SAP の生徒に先ず尋ねることによって，SAP

の広いスペクトラムの質と機能の両方を評価する登校問題尺度(ISAP)を開発する研究を行っ

ている。経験的に生成された 124 項目のプールを，53.5％が男性で平均年齢 14.4 歳の SAP の

245 人の生徒の臨床サンプルを用いて探索的因子分析を行っている。構成概念の妥当性を判断

するために，青年男女自己報告(YSR)，ドイツ語版登校拒否評価尺度(SRAS)，長期欠席の程度

を用いた。結果として得られた 48 項目は 13 の要素に分けられた。教師との問題，級友との問

題，家庭内の問題，親との問題のような学校や家庭の内容での問題による感情的な苦痛と同様

に，抑うつ状態，社会不安，パフォーマンス不安，失態恐怖症，別居の不安，身体的愁訴，攻

撃性，学校嫌いあるいは学校好きの選択肢のような内在化，外在化した兆候を 13 の尺度は評価

している。すべての尺度は，優れた内部一貫性を示していた。YSR および SRAS とのそれらの

相関は，収束的および判別式の妥当性を示していた。大部分の尺度と長期欠席の程度との間に

は正の相関が得られた。245 人の対象者ということで予備的ではあるが，これらの結果は臨床

現場における SAP の包括的な評価に対する ISAP の有用性を裏付けていると考えられる。 

 Balu と Ehrlich(2018)によれば，蓄積されたエビデンスから，生徒の登校状況が教育の結果の

範囲に密接に結びついていることを示しているが，何百万人もの生徒が毎年慢性的に欠席して

いる。2015 年の全生徒成功法(ESSA)の下で，学校は現在，アメリカ合衆国がかつて見たこと

のない規模で生徒の登校に対して責任を負うとされている。このように，生徒の登校の針を動

かすために学校が何をすることができるかについて研究と評価が何を示唆するかを理解するた

めにこれは重要な時である。研究者がさまざまな介入や実践の影響，および成績が学年段階に

よってどのように異なるかを理解しようと努力している時，学校での実地経験は就学前から 12

年生までのインセンティブの普及した使用を強調している。学校は，登校状況を改善するため

に，さまざまなレベルの成功により，広い範囲のインセンティブを用いてきている。残念なこ

とに，インセンティブが適切な介入であるかどうかを決定する際に，政策立案者や実務者がど

のように検討すべきか，具体的な登校の障壁や問題の性質と一致する方法でインセンティブを

どのように設計するかについてのガイダンスはほとんどない。そのギャップを埋めるためのフ

レームワークをここでは紹介している。登校のインセンティブを作成する際のデザインの考慮

事項を概説し，学校で何を実践するべきかを決定する実務者にガイダンスを提供している。こ

こで用いられている広い範囲のインセンティブが，かえって分かりづらくしていると考えられ

る。 

 Chu ら(2018)によれば，登校拒否やその他の登校に関する問題は，学齢未満の子ども，家族，



学校関係者，および臨床医にとって厄介な問題である。しかし，問題のある登校状況を検出す

るためのリソースはほとんどない。この報告書は，問題のある登校状況の危険にさらされてい

る若者を検出する早期識別プログラムを開発するための研究コミュニティの連携の 3 つのステ

ップを取り上げている。まず，学年 K12 までの間に，登校拒否の範囲とコストを推定するため

に調査研究が行われた。学校管理者は，著しい登校拒否(年間 5 日以上の欠席)を示す若者は比

較的少ないと推定したが，これらの若者に対する奉仕に関連する費用は非常に高いと推定した

（学区プログラムの平均費用：94,052 ドル，学区外平均費用:496,657 ドル）。第二に，小学校

スクールカウンセラーが，オンライン登校追跡プロトタイプを使用して，危険にさらされてい

る若者の欠席を追跡することを任された。欠席，遅刻，または早退を示す若者の数が多く(登録

した児童生徒の 17.2%)，(a)児童生徒が個別の教育計画あるいは 504 プランを受けたのか，(ｂ)

同じような登校問題を抱えている兄弟姉妹がいるのか，(c)問題を抱えている児童生徒よりも年

上か，(d)親と離婚または別居しているかをスクールカウンセラーは評価した。最後のステップ

で，スクールカウンセラーのフィードバックが求められ，改訂が登校追跡プロファイルに組み

込まれた。調査結果は，登校問題の発生率と費用を補強し，登校と関連する遅刻や早退の指標

を監視するスキルを使用する手引きを提供している。更なる継続研究が待たれると考える。 

 Maynard ら(2018)は，school attendance にも関連するが，school refusal で取り上げる。 

 

 ２ school dropouts に関する研究の概観 

  school dropouts をキーワードに持つ文献 190 件のうち，関連の考えられる 17 件について概観

することにする。ERIC では 47 件のうち 9 件，PsycINFO では，143 件のうち 8 件を取り上げる。

なお，国別では，アメリカ合衆国が 9 件(うち 2 件 PA と重複)，ノルウェーが 1 件，トルコが

1 件，フランスが 2 件，カナダが 1 件，中米(グアテマラとホンジュラス)が 1 件，スイスが 1

件，イタリアが 1 件，オマーンが 1 件である。 

 Adelman ら(2018)によれば，中途退学は，社会的経済的に負の影響を与えるため，ラテンア

メリカ全体で懸念されている。中途退学の可能性が高い人々を特定し，介入の対象とすること

ができるかどうかを特定することは，強力な管理データを持つ国々では十分に検討される予測

できる問題である。グアテマラとホンジュラスでの新しいデータを用いて，低中所得国の最初

の中途退学予測モデルのいくつかを評価している。これらのモデルは，翌年度中に中途退学す

ると考えられる 6 年生の 80％を正しく識別している。介入対象が特定されることから，その後

の取り組みが求められる論文である。 

 McFarland ら(2018)は，全国的に代表的なアンケートと行政データセットを用いて，高等学

校中途退学率と修了率の統計を示している。特定の 12 ヶ月の期間中に退学した生徒の割合(イ

ベント退学率)，特定の年齢層の若者のうちの高等学校中途退学者の割合(ステータス退学率)，

指定された年齢層の若者が高等学校卒業資格を保持している割合(ステータス完了率)，第 9 学

年を開始してから 4 年以内に卒業した生徒の割合(調整された集団の卒業率)，長期的傾向を把



握するために予定されているオンタイムの卒業率のデータ(新入生の卒業率の平均)が含まれて

いる。1988 年に始まった高等学校中途退学率と修了率に関する一連の NCES レポートを更新し

ている。 

 Garcia ら(2018)によれば，公共の精神健康，児童福祉と非行，ホームレス対応組織からサー

ビスを受けている青少年は，重複する多数の子ども，家族，学校，および地域社会のリスク要

因にしばしばさらされている。最小限の研究では，単一または複数の組織の関与が中途退学に

どの程度影響を与えるかに焦点が当てられている。7 年生から 9 年生の青少年の統合データセ

ットにより，単一組織と複数組織の利用と，中途退学，または実際に中途退学するリスクとの

関連性を調べている。結果から，全体的なサンプルのものと比較して，公共の青少年対応組織

の利用者の間では，中途退学率が 2 倍以上になったことを示していた。いくつかの例外を除い

て，サービス組織の組み合わせの使用は，単一組織の使用と比較して，中途退学する可能性が

やや高いと解釈される。単一組織および複数組織の関与が中途退学率に影響を与える根本的な

プロセスを特定するためには，更なる研究が求められる。 

 Teuscher と Makarova(2018)によれば，中途退学についての研究は，中学校を中途退学すると

いう決定は突然のまたは即時の決定ではなく，むしろ学校から撤退する長期的な過程の結果で

あることを示唆している。学校の関与と怠学は中途退学の前兆として関連づけられる最も顕著

な構成要素の一つであるが，これら 2 つの構成要素間の関係はさらなる分析を必要とする。生

徒の個々の特徴と学校における生徒の関係，特に生徒と教師の関係および級友との関係に焦点

を合わせることによって，学校の関与と怠学についてのより包括的な理解を確立することにな

る。個々の特徴の中でも，移住の背景が学校の関与にとって非常に重要である一方で，生徒の

年齢が怠学にとって重要であることを示している。級友との関係は，生徒の学校での関与とは

正の関係にあるが，怠学には関係はない。生徒と教師との良好な関係は，生徒の登校に良い影

響を与えるだけでなく，怠学に対しても否定的に関連しているが，登校はこの過程を仲介する

ものである。ここでは，不登校の一つである truancy を怠学としている。なお，本文献は全文

の閲覧が可能であり，文献としてわかりやすい表現をしている。 

 Lee-St ら(2018)によれば，高等学校を中途退学すると，雇用，生涯収入，肉体の健康に悪影

響を与えるなど，ひどい結果になる。生徒はしばしば高等学校に通学するずっと以前に現れる

複雑な理由で高等学校を修了することができないことがある。包括的な小学生支援への参加と

高等学校中途退学との関連性を調査研究している。2001 年から 2014 年の間に大都市の高貧困

地区で介入された小学校に通った 894 人の生徒と介入された小学校に通っていなかった 10,200

人の生徒を比較している。9 年生から 12 年生の間に中途退学する可能性は傾向スコアで重みづ

けをした離散イベントヒストリー分析を用いて推定している。介入された生徒は，中途退学の

可能性が約半分(p<0.001)あり，介入をしなかった生徒が 16.6%％であったのに対して，介入生

徒の中途退学の確率は 9.2%であった。小学校時代に個別に調整された児童支援介入は，持続的

で意味のある効果をもたらしていると考えられる。 



 Mann と Whitworth(2018)によれば，危機的状況にある生徒の指導と中途退学を減らすための

主要なアプローチは，何年もの間，オルタナティブスクールの活用であった。オルタナティブ

スクールで教育サービスを提供することには特有の課題があり，それらの学校の教師はこれら

の課題に取り組むための専門的な知識とスキルを必要としている。他の学校で働いている準専

門職員についても同じことが推測できる。一般的に，オルタナティブスクールの生徒に対する

準専門的な支援の活用は長年にわたって増加している。多くの場合，これらの生徒は学業上行

動上の問題を抱えているが，多くの調査研究では，学業上行動上の問題を抱えている生徒と共

に活動をしている準専門職員は，ほとんど訓練を受けてきていないことを示している。オルタ

ナティブスクールの中学生と共に活動している準専門職員の役割，責任，専門能力開発の必要

性を，学校管理者，教師，準専門職員の視点から検討することを目的に研究を行っている。な

お，本文献は全文の閲覧が可能である。 

 Cholewa ら(2018)によれば，校外での停学(OSS)に関連した悪影響は広く認識されているが，

一般的に用いられている校内での停学(ISS)はほとんど注目を集めていない。この調査研究では，

2009 年の国家を代表する高等学校縦断研究を用いて，ISS と学業成績との関連を予測する学校

と生徒の特性を調査研究している。学校に在籍する生徒を評価するために，各生徒とリサンプ

リング法としての Balanced Repeated Replicate weighting 法に対する一次サンプリング重みづけ

の適応について，2,993,918 人の国家を代表するサンプルと同等になるように，11,860 人の公立

高校生が含まれていた。黒人，男性，社会経済的に比較的低い状態(SES)である，または特別

支援教育を受けた生徒は，ISS を受ける可能性がかなり高くなっていた。ISS は低学年での平均

点と高等学校中途退学の可能性の増加とも関連していた。特に学校が OSS の代わりに ISS を使

用することを検討しているため，これらの調査結果は ISS の使用についての注意を促すものと

なっている。なお，この文献は，ERIC と PA の双方で見いだされる。 

 Orpinas ら(2018)は，攻撃性の縦断的な軌跡と教師の評価を用いた学習スキルに基づいた中途

退学率を検討することを目的に研究を行っている。対象者は 620 人の無作為に選択された 6 年

生から構成されていた。毎年 6 年生から 12 年生まで，教師は全国的に標準化された行動評価尺

度を完成させた。軌跡を特定するために潜在クラス混合モデリングを使用した。対象者は，攻

撃の 3 つの軌跡「低」，「中程度」，「高」と 5 つの学習スキルの軌跡「低」，「平均～低」，

「減少」，「増加」，「高」を示していた。対象者の 3/4 以上が，長期にわたって研究スキル

の安定した軌跡を描いていた。「高い欲求の攻撃」群のほとんどの生徒は「低い学習スキル」

群に属し，「高い学習スキル」群のすべての生徒は「低い攻撃スキル」群に属していた。全体

の中途退学率は 17%であったが，攻撃性と学習スキルを組み合わせた群では 2%から 50%の範

囲で劇的に変化した。結果によれば，中途退学を減らすための学力向上と行動管理を組み合わ

せた早期予防の重要性を強調している。このような組み合わせでの研究は，これまであまり多

くないので，今後の継続研究が期待される。 

 Goodman(2018)によれば，1985 年度にテキサス州で中途退学に関する最初の包括的な研究を



開始して以来，異文化間開発研究協会(IDRA)は，卒業まで生徒が持ちこたえる能力を評価する

消耗分析を行ってきた。この調査研究は，テキサス州の公立学校における中途退学率と離職率

の傾向に関する一連の年次報告の 33 番目である。 2017 年度の調査研究は，卒業前に公立学校

を中途退学したテキサス州の生徒数と割合を追跡する IDRA による一連の調査に基づいている。

テキサス州の公立高校における消耗データの長期的傾向評価の結果を示している。テキサス州

限定ではあるが，中途退学についての参考データとして活用できるものと考えられる。なお，

本文献は全文の閲覧が可能である。 

 Ripamonti(2018)は，地理的レベルでの文化的資本と高等学校中途退学の関係を研究している。

Bronfenbrenner の体系的理論と認知的非認知的スキルに関する Heckman の見解が，理論的枠組

みとして考えられている。共分散構造分析と自己相関の空間指標を用いて，103 のイタリアの

州からのデータを分析している。中部および南部の州では経済的なパフォーマンスとは無関係

に，文化的資本の中途退学に対する一貫した保護効果が見られたが，北部の州ではそうではな

かった。文化的および経済的な指標を考慮すると，より密集したクラスター化にもかかわらず，

特に南部の州では，空間分析は，近隣地域間でさえも中途退学の自己相関の非常に不均一なパ

ターンを示していた。これらの結果から，活気のある文化的生活のある環境で暮らすことが生

徒の非認知的スキルを向上させる可能性があることを示している。なお，本文献は全文の閲覧

が可能である。 

 Holen ら(2018)によれば，ノルウェーでは，中学校を卒業していない若者が遭遇する可能性

のある課題に対する意識が高まっている。精神健康問題，評価，その後の未達成の関連性を減

少させる考えられるメカニズムとして，教師と生徒の関係を調査することを目的に研究を行っ

ている。精神健康問題と教師と生徒の関係は，10 年生の生徒の自己報告を通して評価され，

10,931 人のノルウェーの学籍登録と社会人口統計学とに関連づけられた。デュアルファクター

のシリアルメディエータモデルが指定され，中途退学に対する精神健康問題の影響を，学年を

通した教師と生徒の関係によって仲介することが可能となった。結果によれば，教師と生徒の

関係が精神健康問題とその後の未達成の否定的な関連性を減少させる潜在的なメカニズムであ

ることが示された。精神健康問題を抱えている生徒は，あまり支援しない教師と接しているよ

うであった。形態としては性別間で類似していた。これらの結果から，教師と生徒との関係を

対象とした介入が必要になるかもしれないと考えられる。 

  Webber(2018)によれば，中途退学率の低下が見込まれているにもかかわらず，アメリカ合

衆国では，高等学校の中途退学は依然として永続的な教育的社会的問題である。ソーシャルワ

ーカーは，生徒が卒業する可能性に影響を与える多数の要因を特定して対処するという独自の

立場にある。ソーシャルワーカーの中途退学防止への取り組みと，この作業が行われる背景に

ついて説明することを目的にこの研究を行っている。スクールソーシャルワーカー，スクール

カウンセラー，地区レベルの管理者へのインタビューを通じて，次の 3 つの焦点となる実践分

野が特定されている。(1)生徒の登校を支援する，(2)危機的状態にある生徒を集中的に支援す



る，(3)中途退学者に卒業証書授与プログラムに戻るように促す。回答者はまた，ソーシャルワ

ーク専門職の範囲と境界を定義する際の課題，および学校のニーズと生徒のニーズとの間の緊

張と課題を含む，実践を妨げる共通の障壁および倫理的ジレンマを特定している。政策，実践，

将来のスクールソーシャルワークの実践者の教育への影響が議論されている。 

 Yahyaoui ら(2018)によれば，学校での暴力と中途退学は教師，保護者，臨床医にとって同様

に大きな関心事である。個人的，家族，学校の風土や級友の集団に関連する要因といういくつ

かの要因が提案されている。これらの要因は子どもの心理的，学校や社会的健康に影響を与え

ている。これらの提案のそれぞれは，親，生徒，教師の区別された方法で暗示されている。親，

子ども，教師の教育の三角形を統合するプロジェクトでは，グルノーブルアカデミーの大学の

中で 5 年間にわたって行われた研究活動の結果を報告することを目的に研究を行っている。3

クラスの 6 人目の生徒のグループに臨床機器を示し，暴力的な行動と中途退学のリスクを提示

している。5 年間，各グループに 2 週間，1 時間かけて同行する形をとった。同じ学年の間に，

青年期，暴力，中途退学のテーマに関連した実践と会議の分析の定期的なセッションを行った。

親によって選ばれたテーマに関連した，彼らの子どもたちの発達の必要性に関連して，通年の

学校にわたる親の会議を実施した。学年の初め(T1)と学年の終わり(T2)そして 4 年以上(6 年生

から 3 年生まで）で評価された研究活動は，暴力の規制，中途退学，学校の風土であった。そ

の結果は，グループの心理的支援により，その後もサポートされている。子どもの周りにいる

大人の強い動員が子どもの安心感，認識，より良い自尊心を確認し，暴力や学校回避により支

配された代替行動をますます遠ざけることを示している。 

 Mirza ら(2018)は，2006 年から 2014 年にオマーンの三次医療病院で ADHD と診断されたオ

マーンの子どもを特定するために，医療記録を精査した。ADHD の症状の持続性，学校の成績，

中途退学，社会人口統計学的特徴を調査した。377 人の子どもが精神障害の診断と DSM-IV に

基づいて ADHD の診断基準を満たし，16.6%が中途退学した。中途退学は，成績不良，併発す

る素行症，および親の離婚と関連していた。オマーンにおけるこの研究は，中途退学が ADHD

の子どもたちの間で一般的であるという既存の文献と一致している。この傾向を緩和するため

には，協調的な努力が必要である。管理戦略は併存する素行症の治療を取り入れるべきである

と考えられる。 

 Dupéré ら(2018b)は，過去の抑うつ状態の症状が中途退学と関連がなくとも，最近の症状が

関連している可能性があるという仮説を検証することを目的に研究を行っている。モントリオ

ール(カナダ)の 12 校の恵まれない高校で，少なくとも 14 歳の生徒全員 6,773 人が 2012 年から

2015 年の間に最初にスクリーニングされた。学校の記録によると，その後中途退学した生徒は，

過去 1 年間の精神健康についての面接に招集し，同様のリスクプロファイルを持つが学校に残

っていた統制群と危機的状況にない同級生 545 人との面接も行われた。面接は訓練を受けた大

学院生によって行われた。その結果，4 人中 1 人が中途退学し，学校を離れる前の 3 ヶ月間に

臨床的に有意なうつ状態の症状が見られた。最近の症状がある青年男女は，そのような症状の



ない同級生の 2 倍以上も高い割合で中途退学していた(調整オッズ比= 2.17;95％信頼区間

=1.14-4.12)。初期の症状から回復した青年男女は，過去の知見と一致して，特に危機的状況に

さらされてはいなかった。これらの調査結果から，不利な状況にある青年男女の教育成果を向

上させるためには，精神的なニーズが満たされていない青年男女が集中する傾向がある中途退

学率の高い学校に包括的な精神保健サービスへの投資が必要であることを示唆している。今後

の継続した調査研究もあわせて行う必要があると考える。 

 Franceschini-Mandel ら(2018)によれば，2008 年以来，増大する要求を満たすために，専門病

院治療システムと病院の中の学校グループとの間のパートナーシップを再編成した。この関係

性から利益を得た最初の 50 人の患者(t0)を再評価し，退院時(t1)と 30 ヶ月(t2)の臨床状況を評

価し，復学時に潜在的に関連する要因を探求することを提案する研究を行っている。t0 と t1 で

社会人口統計学的変数と臨床的変数を遡及的に収集し，t2 での評価に関しては，データは電話

で得られた。30 ヵ月後の再統合のために保持されている基準は，学校教育の再開(古典的，順

応的，医学社会的タイプ)と職業的活動の存在である。2008 年から 2012 年の間に，52 人の被験

者（36 人が男子,69%)を，20 人を相談，32 人を日中来院とする組み合わせでの病院の教育シス

テムでの受診を行った。多様な精神病理学的プロファイルで，37 人が生徒(71％)であり，平均

的な在学期間は 6.7 ヶ月，ケアプランの平均ケア期間は 4 ヶ月であった。30 ヶ月の時点で，34

人の被験者(65%)が有意な全体的な臨床的改善(EGF スコアの 30%増加)を伴う学校のリハビリ

テーションを受けていた。t0 での教育的尺度の存在および t1 での臨床的重症度(CGI-S および

EGF)のみが t2 での貧弱な復学と有意に関連していた。中途退学をするリスクがある青年男女

は，心理社会的調整および学校への再統合という点でこのシステムから恩恵を受けている。精

神病理学的プロファイルは多様であったが，唯一の予後因子は児童保護対策の存在であった。

対象者が 52 人であり，今後の研究が必要であると考えられる。 

 Hetlevik ら(2018)は，一般開業医(GP)の診察中に精神健康問題が診断されたときに，20 歳ま

でに中等教育を修了しないリスクを調査することを目的に研究を行っている。国家的な学籍登

録簿が，健康および社会的背景要因を調整して，ノルウェー人 63,970 人の対象者で，15〜20

歳の年齢からの GP 診断による内在化の問題と外在化の問題との関連性を評価するために相対

的リスク(RR)と関連づけられ，ポアソン回帰分析によって推定された。中途退学は，内在化の

問題(女子間 RR=2.2，男子間 RR=1.7）と外在化の問題(女子間 RR = 2.7，男子間 RR=2.0)の両

方と二元的に関連していた。身体的合併症と親の教育レベルを統制後に，20 歳までに中等教育

を修了しない場合の絶対リスクは，内在化の問題のある女子で 43％，男子で 60％，外在化の問

題の場合よりも約 15％高かった。中途退学の最も高い絶対リスクは，外在化と内在化の両方の

問題を抱えている男女に見られた。信頼区間がある程度重複しているため，外在化の問題に追

加したときの内在化の問題の追加の影響は不明である。GP による精神健康問題への治療介入

は，青年期の教育成果と精神的幸福に役立つ可能性があると考えられる。 

  



 3   school phobia に関する研究の概観 

  school phobia をキーワードに持つ文献 144 件のうち，関連の考えられる 8 件について概観す

ることにする。ERIC では 0 件，PsycINFO では，144 件のうち 8 件を取り上げる。なお，国別

では，アメリカ合衆国が 2 件，スペインが 2 件，カナダが 1 件，ブラジルが 1 件，オランダが

1 件，フランスが 1 件である。 

 Coplan ら(2018)によれば，行動抑制，社会的引きこもり，社会的不安の子どもの共通で顕著

な特徴は，仲間集団の関係での困難さを体験する傾向である。そのような危機的な子どもを支

援するためにデザインされた多くの介入がある点で，直接仲間たちと関係してきているという

ことは，おそらく驚くべきことではない。ここでは，特に行動抑制，社会的引きこもり，社会

的に不安な子どもに対する仲間をベースにした介入に関する理論と経験的調査研究を概観して

いる。中心となる概念，理論的考察，方法論的関連の概観から始めている。仲間のペア，ソー

シャルスキルトレーニング，学級をベースとしたアプローチを含むこの領域の最もしばしば用

いられる仲間をベースとした介入に関連する経験的な文献を概観することが中心となっている。

概念的には類似しているが明確な 3 つの構造に関連する仲間をベースとした介入に焦点を当て

ている。言い換えれば，社会的引きこもりは，仲間との交流の機会を一貫して避け続ける傾向

を指し，活用できる共に過ごすパートナーの存在の元でも孤立した行動をする行動形態に結果

的になる傾向である。行動抑制(BI)は，例えば新しく大人や子どもと遭遇するような新規の状

況での恐怖，不安，回避によって特徴づけられる生物学的に根本的な特性である。この構造は，

恥じらいの感情の人格的な特性と重大な概念上の重複を共有し，ここでの目的のために，これ

らの用語を同じ意味で用いている。極度に抑制された子どもも，仲間との関係では社会的引き

こもりを起こしやすい。児童期の行動抑制(BI)は，不安障害を含むその後の内在化した問題発

症のリスクを高める。以前は社交恐怖として知られていた社交不安症(ASD)は，人がなじみの

ない人にさらされ，他の人によって詳しく調べられる可能性のある，一つ以上の社会的状況に

対する激しく持続的な恐怖または不安を特徴とする衰弱させられる心理学的障害であると述べ

ている。 

 Mellenthin(2018)によれば，通常の通過儀礼のすべてに加えて，アメリカ合衆国の学校制度の

子どもたちは，1 世代前でさえ考えられないような新しい課題に直面している。子どもたちは

現在，地震や火災の訓練に加えて，「アクティブシューター」や「武装侵入者」の訓練を受け

ている。多くの小学校や中学校では金属探知機があり，彼らが学ぶ校舎への立ち入りが保証さ

れている。多くの学齢期の子どもたちにとって，これらの最高潮に達するような体験は，通学

することに対する苦痛や不安を引き起こす可能性がある。多くの人々は，子どもたちが安全で

はないこと，あるいは子どもたちの愛する人が安全ではなく何かひどいことが起こったとして

も間に合うようにできないことを不安に感じている。これらの恐怖は，無力感，睡眠の困難，

または睡眠の維持，不安，そして対処しない場合には最終的には登校拒否につながる可能性が

ある。遊戯療法は，学校に対する子どもの恐怖反応を減らし，学校恐怖症に関連する行動上の



問題の深刻さのために緊張してきた親子関係を修復し強化するのを支援する効果的な治療方法

であると考えている。 

  Caballo ら(2018)は，学校環境での社交不安のある子どもたちとの介入に対する遊戯ベースの

ソーシャルスキルトレーニングプログラムについて述べている。社交不安のある子どもたちに

対する遊戯ベースの介入プログラムや社交不安のある子どもたちのための学校ベースの介入は，

これまでの中では見当たらなかった。ソーシャルスキルの遊戯と学習とよばれるプログラムは，

(1)エビデンスに基づく認知行動技法を使用し，(2)一学期中に通常の教室で適用することがで

き，(3)学級から生徒を取り出す必要がなく，(4)遊戯に基づく活動を含む，（5)教師と親の支

援を得て心理学者によって実施される，(6)経験的に検証されているプログラムである。子ども

や青年男女の社交不安を予防し軽減するためには，より遊戯に基づいた学校の介入が必要であ

る。このプログラムは，教室の通常のペースを乱すことなく，生徒がプログラムに参加するよ

う動機づけをされることなく，簡単で建設的な方法で達成できることを示しているとしている。

実際に実践した後の検証とその後の調査研究が求められる。 

 Magalhães ら(2018)は，社交不安症(SAD)スクリーニング指標，ソーシャルスキルの行動レ

パートリー，青年期の自尊心レベルの間に存在する関連性を検証することを目的に研究を行っ

ている。対象者はブラジルのミナスジェライス州の自治体にある 2 校の公立学校の生徒 15〜17

歳の 213 人であり，社交恐怖目録(SPIN)，ソーシャルスキル目録青年期版(IHSA-Del-Prette)，

ローゼンバーグ自尊心尺度(RSES)，社会人口統計学的質問紙の 4 つの検査を行った。この調査

結果から，SAD の高い有病率が観察された(48.8%)。 SAD を有するとスクリーニングされた

青年男女は，ソーシャルスキルでは有意に低い頻度得点と有意に高い難易度得点であった。障

害の指標のない人々と比較した場合，自尊心の低さに苦しんでいた。これらの結果から，青年

期の若者の SAD の発症についての考察を可能にし，特にソーシャルスキルおよび自尊心との関

係に関する限り，この分野における知識を拡大している。個人の生活の質を向上させることを

目的とした，この疾患に罹患している青年男女を含む予防的措置および介入を計画する基準点

として役立つことができるとしている。対象者が 2 校，213 人であるので，今後の継続的な調

査研究が必要であると考えられる。 

 de Lijster ら(2018)によれば，青年期の不安障害は非常に一般的である。不安症状は社会的お

よび学業的機能における問題に関連していると文献では指摘しているが，臨床的に不安障害を

有する青年男女の間でのこれらの問題の程度はこれまで系統的に見直されてきてはいないと考

えている。不安障害，青年，社会的または学業的機能を表すキーワードを用いて，電子データ

ベースを 2017 年 10 月まで検索している。組み入れた基準は，社会的または学業的機能に関す

るデータを提供する不安障害の 10～19 歳の青年男女の対象者を用いた研究であった。3,431 件

の研究が検討され，そのうち 19 件が選択基準を満たしていた。不安障害の青年男女は，健康な

同級生と比較して社会的能力が低かった。彼らは対人関係，より高いレベルの孤独，犠牲化の

中でより否定的であると報告していた。不安障害の青年のほとんどは学校で障害を感じていた



が，同級生と比較した平均的な学業成績の調査結果はさまざまであった。さらに，彼らは登校

拒否に対するリスクがより高く，高等教育に入る頻度が少なくなっていた。社会的および学業

的機能の障害は，不安障害の種類および数によって異なっていた。なお，ほとんどの研究は社

交恐怖または不安障害全般を調べており，方法論的アプローチは研究間で大きく異なっていた。

この系統的概観は，不安障害を有する青年が社会的機能と学業的機能の両方において一連の重

大な問題を体験していることを示している。これらの知見は，青年期における不安障害の評価

と治療は，領域を超えた機能改善に焦点を当てるべきであることを示唆している。研究手法は，

佐藤と同様のアプローチをしており，今後の参考にと考え取り上げている。 

 Delgado ら(2018)は，12〜16 歳のスペイン人青年男女 2,022 人（男性 51.1％）を対象に，高

い社会不安，学業上の目標，学習戦略の関係を分析することを目的に研究を行っている。社交

恐怖・不安検査(SPAI)，達成目標傾向質問紙(AGTQ)，学習・研究スキル戦略検査-高等学校版

(LASSI-HS)を用いて変数を評価している。その結果，社会不安が高い生徒とそうではない生徒

の間で，目標傾向に統計的に有意な差は見られなかった。社会不安が高い生徒は学習戦略をあ

まり用いていなかった。さらに，ロジスティック回帰分析の結果から，高い社会不安が社会的

強化の目標を設定し，学習・研究戦略を設定するための重要な予測因子として働くことを示し

ていた。対象者数としては適切と考えるが，対象者選択によっては，結果が変わる可能性が考

えられる。 

 Runyon ら(2018)は，親版と児童版に対する尺度と下位尺度の内部信頼性，テスト-再テスト

の信頼性，そして親版からの応答が児童からの応答とどの程度一致するかを含む児童不安関連

情動障害検査(SCARED)の心理測定特性をメタ分析により調査研究している。1997 年～2017

年の ERIC，PubMed，PsycINFO，ProQuest の各データベースと Google Scholar Result を概観し，

65 件の論文で，SCARED のそれぞれ 38，41，66，69 項目の組み合わせを用いて，SCARED 親

版と児童版の応答が分析されていた。ランダム効果モデルの結果から，調査したすべての効果

について分散の均一性が示唆された。心理測定特性の加重平均は，SCARED の親版と児童版が，

合計スコア，パニック症，全般不安症，分離不安症，社交不安症，心的外傷後ストレス，動物

恐怖症の下位尺度に関して優れた内的一貫性を示していた。SCARED は中程度から大規模の再

テスト信頼性および中程度から大規模な親子一致率を示していた。学校回避，強迫症，血液恐

怖症，状況恐怖症の下位尺度は，スクリーニング尺度に適していると考えられる信頼性を実証

してはいなかった。英語に翻訳できなかった出版物やアーカイブされていないために検索でき

なかった出版物は分析に含まれていない。全体的に，SCARED の児童版と親版は，強力な心理

測定特性を持ち，さまざまな国の地域社会および臨床現場で一貫してうまく機能していると考

えている。SCARED は，メンタルヘルスプロバイダーや研究者が診断手続き中に使用したり，

介入の有効性を監視したりするのに臨床的に関連性があると考えられる。 

 Denis ら(2018)によれば，不安登校拒否(ASR)は，不安障害スペクトラムに属する一般的な

障害であるとしている。「非合理的な理由で，学校に行くことを拒否し，非常に鋭い不安やパ



ニックを強いられたときにパニックに抵抗する児童や青年の行動」と定義している。この診断

法は国際分類体系において独立した診断法として分類されてはいない。ASR は，分離不安症，

全般不安症，その他の子どもの不安症，さらにはうつ病などの多様な精神健康障害に関連して

いる可能性がある。登校拒否に一般的に見られる本質的な特徴は，「通学するために合理的な

親の圧力で通学する見込みに直面したとき，子どもは重度の感情的な混乱を示すか，または感

情的な根拠があると考えられる身体的疾患を訴える。子どもは通常親や他の家族と一緒に家に

いる。深刻な反社会的行動や行動障害がないこと」，と Berg ら(1969)による基準では概観され

ている。フランスのモンペリエ大学病院の児童期および青年期精神科ユニット番号 2 内に，特

定の外来治療的認知行動(CBT)プログラムが確立された。子どもを徐々に学校環境に戻すため

に，認知療法および行動療法の技術を実行しているフランスの事例として取り上げた。 

  

 4  school refusal に関する文献 

  school refusal をキーワードに持つ文献 98 件のうち，関連の考えられる 12 件について概観す

ることにする。ERIC では，7 件中 4 件，PsycINFO では，91 件のうち 8 件を取り上げる。なお，

国別では，フランスが 2 件，ドイツが 2 件，アメリカ合衆国が 2 件，スペインが 1 件，チリが

2 件，エクアドルが 1 件，イタリアが 1 件，英国が 1 件である。 

 Maynard ら(2018)によれば，登校拒否は，児童青年の短期的長期的に有害な結果につながる

心理社会的な問題である。登校拒否の児童青年に対する心理社会的治療の効果を調査研究する

ために，体系的な概観とメタ分析を行っている。包括的な検索プロセスを用いて，心理社会的

治療が不安や登校状況に及ぼす影響を評価する適格なランダム化比較試験および準実験的試験

を見出した。この概観には，登校拒否の 435 人の児童青年を含む 8 件の研究が含まれていた。

登校に対する有意な効果が見出されたが，不安に対しては見られなかった。エビデンスが，心

理社会的治療を受けている登校拒否の児童青年にとって登校状況の改善が生じることを示して

いる。不安に対する短期的影響のエビデンスの欠如は，登校の増加が最終的に不安を減少させ

るかどうかを判断するための長期的追跡研究の必要性が指摘される。なお，本文献は PA でも

取り上げられている。 

 Gonzálvez ら(2018b)によれば，否定的な感情状態は問題のある長期欠席の若者の間では一般

的であるが，様々な登校拒否行動プロファイルにわたる存在についてはほとんど知られていな

い。I.否定的情動性の回避，II.社会的評価的状況からの逃走，III.注意の追求，IV.具体的強化と

いう登校拒否行動の機能的プロファイルにわたる様々な集合の解決策を特定することと，これ

らのプロファイルが抑うつ状態，不安，ストレスの大きさに基づいて互いに異なるかどうかを

判断することを目的に研究を行っている。対象者は 12〜18 歳の，平均年齢 14.83 歳，SD=1.86

のエクアドルの青年男女 1,582 人で，登校拒否評価尺度改訂版(SRAS-R)および抑うつ状態，不

安，ストレス尺度-21(DASS-21)を記入している。潜在クラス分析により，非登校拒否行動，具

体的強化による登校拒否行動，複数の強化による登校拒否行動という 3 つの登校拒否プロファ



イルが明らかになった。最後のグループは最も不適応なプロファイルを示し，他のグループと

比較して DASS-21 の 3 つの次元で最高の平均スコアが明らかになった。このグループの精神健

康を促進することは，これらの否定的な感情状態との関係による必要な目標である。このよう

な場合は，感情的な自主規制を強化するための予防策を検討する必要がある。 

 Gonzálvez ら(2018c)によれば，登校拒否評価尺度改訂版(SRAS-R)は，否定的感情(第Ⅰ因子)，

状況(第 II 因子)，重要な他者からの注意の追求(第 III 因子)，および校外での目に見える強化

の追求(第 IV 因子)という登校拒否行動の 4 つの機能的要因を評価するために設計された自己

申告尺度である。平均年齢 15.23 歳，SD=1.26 の 13〜17 歳のチリの青年男女 2,678 人を対象に，

尺度の階乗不変性と潜在的平均の男女差を分析することを目的に調査研究を行った。仮説モデ

ルは最適モデルを明らかにし，性別や年齢を超えて不変のままであった。4 つの因子

（0.75,0.72,0.77,0.71)について良好な内部一貫性が得られていた。潜在的な意味の違いは，性別

や年齢によって見いだされていた。調査対象者について，年齢についての記載があるが，どの

ような状態にあるのかについては，この範囲での記載が見られない。Gonzálvez らの文献は，5

件見いだされるが，対象国の違いもあり，2 件を取り上げている。 

  Donat ら(2018)は，平均年齢 14.1 歳，SD=0.5 の 12 歳から 17 歳の 1,658 人のドイツ人生徒を

対象とした横断的質問紙調査を行い，長期欠席と登校拒否の機能に対する生徒の現代世界での

個人的信念(BJW)との関係を研究している。BJW といじめや不正行為などの BJW と異なる形

式のルール違反行為との間に否定的な関係があることを確認した最近の研究によれば，BJW が

強い生徒は BJW が弱い生徒よりも登校拒否をする可能性が低いと予想される。さらに，この関

係における可能な媒介者として，教員の公正さについての生徒の個人的な体験と，学校から排

除されたという感情を考察している。性別，年齢，社会的望ましさ，学校への消極的態度，テ

スト不安の交絡効果についても統制している。仮説を検証するために，ブートストラップ法に

よる媒介分析を用いている。これらの分析から，より多くの生徒が個人的な BJW を支持してい

るほど，登校拒否したと報告する可能性は低いことを示していた。教師の公正さについての生

徒の個人的な体験，特に学校から排除されたという感情は，少なくとも部分的には個人的な

BJW の登校拒否行動とその機能に対する関係を媒介していた。観察された関係は，性別，年齢，

社会的望ましさ，学校への消極的態度，テスト不安などを統制したときにも主に持続していた。 

BJW の適応機能と今後の学校での調査研究や教育実践について，求められるものと考える。 

 Walter ら(2018)によれば，登校拒否評価尺度改訂版(SRAS-R)は，長期欠席につながる機能的

条件の広く使用されている尺度である。SRAS-R のドイツ語版を開発し，11～17 歳の長期欠席

者の臨床サンプル 62 人により，その心理測定的特性を調査研究している。探索的因子分析の結

果から，自己評価版については 4 因子法，親評価版については 3 因子法が明らかになった。最

後の 22 項目のドイツ語版の SRAS-R の 4 つの下位尺度はすべて，内部的に一貫していた。収束

および判別妥当性は，内在化および外在化の症状を評価する他の尺度との有意な相関関係によ

って示された。全体として，ドイツ語版の SRAS-R は長期欠席をしている行動を評価する貴重



な手段である。サンプルサイズが 62 人と限られているため，結果は控えめに解釈する必要があ

ると考えられる。 

 Vicent ら(2018)は，完全主義，登校拒否とその影響の得点のプロファイルの間の違いを調査

することと同様に，子どもの攻撃的行動のさまざまなプロファイルに結果としてなる，怒り，

敵意，物理的攻撃，口頭での攻撃のような攻撃要素の組み合わせの存在を特定することを目的

に研究を行っている。(a)全体的な精神病理との密接な関係による臨床的関係性と(b)攻撃的行

動にどのように関連しているかに関するエビデンスの更なる必要性という，与えられたこれら

の変数を分析することは興味深いことである。8～12 歳の 1,202 人のスペインの初等教育の児

童が対象者である。高い攻撃性（0.69 と 0.7 の間の Z スコア），中度の攻撃性(-0.39 と-0.47 の

間の Z スコア)，低い攻撃性(-1.36 と-1.58 の間の Z スコア)という，子どもの 3 つの攻撃行動プ

ロファイルが，潜在クラス分析(LCA)を用いて特定された。これらのプロファイルは，対象者

のそれぞれ 49.08％，38.46％，12.48％で見いだされた。高い攻撃性は，中度の攻撃性や低い攻

撃性よりも，社会的に規定された完全主義(SPP)，自己指向完全主義(SOP)，FⅠ：否定的感情，

FⅡ：社会的嫌悪や評価，FⅢ：注意を引くことのような登校拒否の最初の 3 つの要因に関して，

有意に高い得点であった。中度の攻撃性は，低い攻撃性よりも登校拒否の最初の 3 つの要因と

否定的感情で有意に高い得点を記録している。低い攻撃性は，高い攻撃性や中度の攻撃性より

も，肯定的感情で有意に高い平均得点であった。結果によれば，高い攻撃性が心理的脆弱性の

高いリスクを有する最も不適応なプロファイルであることを示している。攻撃性予防プログラ

ムは，攻撃的行動の高いレベルを示す子どもを特徴づける心理的問題を克服する戦略が確実に

含まれると考えられる。 

 Blandin ら(2018)は，登校拒否の障がいの表現，起源に関する仮定，および登校拒否の現象論

の表現に関する，登校拒否を伴う青年期の体験，ならびに親の体験を探求することを目的に研

究を行っている。定性的現象論的および帰納的アプローチに基づいている。データ収集は，14

～18 歳までの 10 人の青年男女に行われた 1 回の半構造化面接に基づいて行われ，その後，登

校拒否のために児童精神医学のサービスを受けた。5 人の母親もインタビューを受けた。この

研究に参加できる父親はいなかった。データ分析は，認められた方法，解釈的現象論的分析を

用いて行われた。テーマ別の現象論的分析は，これらの青年に関するいくつかの体験レベルを

浮き彫りにしている。これらの青年は病因的仮説について自ら疑問を呈しているが，その責任

は常に外部に向けられているように考えられる。その他の体験レベルは親のインタビューに現

れている。自分の子どもの障がいを挙げて理解することは困難であり，特に，疾患としての障

がいの表現に関しては不確実性がある。学校教育の結果は，これらの親による真の家族の大変

動として体験される。最後に，制度は無力だと認識されている。特に，注意が難しい障害物コ

ースであるように思われる。参加者は落第した気持ちを説明し，孤独感を強めている。青年期

における症候学と発達過程との統合を強調してきている。教育チームと連携した作業は，状況

の特定を改善し，早期ケアを促進するために不可欠である。心理療法の領域と調停を通して，



思考の分離と回復に関する作業を行う必要があると考えられる。 

 Filippello ら(2018)によれば，人格要因と登校拒否のリスクとの関連性については，まだ研究

が深まっていないし，これまでの研究では特性情動知能(EI)と登校拒否のリスクとの直接的な

関係を検証できていない。登校拒否のリスクを予測する際に果たす可能性のある役割について，

性格特性，感情調整および特性 EI を調査研究している。対象者は，イタリア，シチリア島のメ

ッシーナ市の高等学校から 112 人が男性(36％)，199 人が女性(64％)，計 311 人の参加者，平

均年齢は 14.19 歳(SD=0.60)であった。結果によれば，外向性，快楽性および良心性および特性

EI に否定的に関連している一方で，登校拒否のリスクは，神経症的行動および不適応感情調節

戦略に積極的に関連していることを示していた。さらに，特性 EI は，性格特性および感情調整

以上の登校拒否のリスクの強力な増分的な負の予測因子と見なすことができると考えられる。

対象者が 311 人であり，今後の継続研究による検証が求められるものと考えている。 

 Sibeoni ら(2018)によれば，青年期における不安に基づく登校拒否は複雑で，学業上，精神医

学的に深刻な結果をもたらす可能性がある障害の治療が困難となる場合がある。この定性的研

究の目的は，この問題を抱えている 10 代の若者と親が受けた精神科医療をどのように体験して

いるかを調査することを目的に研究を行っている。この定性的な多施設共同研究はフランスで

行われ，不安に基づく登校拒否のために精神科ケアを受けている青年男女と親との半構造化面

接が行われた。目的サンプリングによるデータ収集は，理論的に十分になるまで続けられた。

データ分析はテーマ別で行われた。この研究には，12～18 歳までの 20 人の若者と 21 人の親が

含まれていた。分析から，(1）「自己変革」と問題解決という 2 つのサブテーマを持つ精神科

医療の目標，(2)時間と空間との関係という 2 つのサブテーマで，効果的であると識別された治

療手段という二つのテーマが浮かび上がってきた。結果によれば，治療ケアの表現と特にその

目標の表現に関して，親と 10 代の若者との相違を示している。精神科医療内での学校復帰の条

件および治療の適時性について，治療的研究的意義についても論じる必要がある。 

 Díaz-Herrero ら(2018)は，異なる感情的知性(EI)プロファイルを識別し，通学する動機づけ

をもたらす登校拒否要因での統計的に有意な差異の可能性を検証することを目的に研究を行っ

ている。参加者は平均年齢 15.25 歳(SD=1.33)の 13〜17 歳の 2,362 人のチリの青年男女で，特

性メタ感情尺度-24(TMMS-24)および登校拒否評価尺度改訂版(SRAS-R)を実施した。クラスタ

ー分析では，次の 4 つの EI プロファイルを特定した。高い得点の修復および低い注目，高い得

点の注目および低い透明度および修復，低い EI および高い EI の 4 つである。SRAS-R の最初

の 3 つの要素では注意が高く，修復が低い生徒が高い得点を示したが，SRAS-R の 4 つ目の要

素では，EI が高い生徒は有意に高い得点を示していた。感情的な規制は登校拒否の出現を防ぐ

ための決定的要因の 1 つのようであると考えている。これらの調査結果に基づいて，EI トレー

ニングは，登校率の低下の問題を克服するための今後のプログラムの一部とする可能性がある

と考えられる。 

 McKay-Brown ら(2018)によれば，登校拒否(SR)は，学業成績の低下，社会的つながりの喪



失，家族のストレスをもたらす可能性がある。SR に対して現在用いられている介入には，必ず

しも効果的とは限らない行動療法および認知行動療法が含まれる。治療的介入および教育的介

入を含む学際的な研究を取り入れることは，SR を現している青年男女の成果を高めるかもしれ

ないと考えられる。In2School プログラムは，精神健康の臨床医と教師間のワーキングパートナ

ーシップを促進することを目的に立案されている。不安やうつ状態を含む精神健康障害に対す

る過去 6 週間で 50%以上を欠席している若者のニーズを満たすように設計されている。この論

文は In2School プログラムが試験的に行われた行動研究について報告している。14 週間にわた

り，青年男女の学校復帰を支援するために，暫定的な教室を通じて治療的および教育的介入が

学習環境に統合されていた。このプログラムの成果は，7 人の若者の最初の集団により報告さ

れている。これらの若者のうち，6 人が介入を完了した後 6 ヶ月間維持された登校水準で主流

となる学校教育に復帰した。精神健康の回復，生活の質の報告，級友との社会的交流の増加，

学校での積極的な体験に進歩が見られた。本文献で提示された予備的結果は，学際的な在宅-

学校-臨床医の介入が，登校を拒否する青年男女が学校復帰を支援するためには有望であること

を示唆している。記載されているように，試験的な内容の報告であるので，今後の継続研究が

求められる。 

 Tobias(2018)によれば，持続的な不登校は広く認められている問題である。児童青年が持続

的で貧弱な登校や全く登校せず，非雇用または反社会的行動にある家族とファミリーコーチは

集中的に活動する。コーチの活動はさまざまな組織にまたがっており，家族における持続的な

不登校の現象についての独自の多要因による理解をコーチングにより与えている。このグラウ

ンデッドセオリー(GT)研究の目的は，英国の 1 つの地方自治体におけるコーチの経験と展望を

用いて，何が介入の成功を助け，それを妨げるかを理解することであった。コーチングされた

家族の持続的な不登校がレッドフラッグであり，児童青年が危機を感じたときに不登校は起こ

っていた。安全な基盤を提供していない家庭環境，能力が低下している親，状況が見えないと

いう児童青年の感覚の産物であった。成功した介入は関係に基づき，児童青年の視認性を改善

し，親の許容性を高めた。介入は，変化に抵抗したり妨害されたりする矛盾する組織によって

制限されることになっていた。 

  

 Ⅲ おわりに 

 2018 年の ERIC および PsycINFO（Psychological Abstracts）における不登校に関連すると考え

られる研究では，雑誌の形で出版され，収録された文献として取り上げられているものが多く

見られる。ここ数年の傾向として，特別支援教育で取り上げられている障害に関わる文献が増

加してきている。不安症，社交恐怖，素行症，ADHD，自閉スペクトラム症などに関する文献

が多く見られているが，これらの重複障害，併発疾患についても取り上げられていることも特

徴での一つである。様々な場面での認知行動療法を活用したケースも多く見られる。薬物やタ

バコの常用等の物質乱用と不登校の関連を取り上げている文献も見られるが，ここでは基本的



に取り上げなかった。今年度の国別では，総数ではアメリカ合衆国の文献は多いが，EU 圏や

アジアアフリカ，中南米の国々の文献も多く見られてきている。貧困や経済的理由で不登校に

至るケースも取り上げられてきている。 

 インターネットでの掲載が容易になり，引用文献，参考文献をあわせて掲載する文献が多く

なっている。pdf により，全文が閲覧可能の文献も次第に増えてきている。電子データとして

保存をすることが一般的になり，それぞれのキーワードに関わる文献数が著しく増加してきて

いることも近年の特徴である。 

 PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS (PsycINFO データベース)は，2013 年 11 月末に日本国内の

個人利用者へのデータベースサービスが終了し，2013 年 12 月以降は大学などの専門機関施設

内での利用となっていたが，2015 年 7 月以降に学術認証フェデレーション(GakuNin)に参加し

ている鳴門教育大学を含む多くの大学関係者等は施設外からの学術情報の検索が可能となった。

2018 年の文献については ERIC データベースと GakuNin 経由 PsycINFO データベースによる作

業を行った。 

 2018年の ERIC では，2019年 6 月現在で，school attendanceに関する文献が 51件，school dropout

に関する文献が 47 件，school phobia に関する文献が 0 件，school refusal に関する文献が 7 件で

あった。一方，GakuNin 経由 PsycINFO では，school attendance に関する文献が 336 件，school 

dropout に関する文献が 143 件，school phobia に関する文献が 144 件，school refusal に関する文

献は 91 件であった。2018 年の検索文献総数は 819 件であり，このうち 51 件について取り上げ

た。2000 年以降の ERIC および GakuNin 経由 PsycINFO の検索文献総数の推移を見てみると，

2000 年 354(126,228)件，2001 年 413(122,291)件，2002 年 419(114,305)件，2003 年 361(59,302)

件，2004 年 489(100,389)件，2005 年 486(82,404)件，2006 年 569(111,458)件，2007 年 618(136,482)

件，2008 年 657(114,543)件，2009 年 727(169,558)件，2010 年 742(173,569)件，2011 年

755(141,614)件，2012 年 817(168,649)件，2013 年 873(137,736)件，2014 年 829(80,749)件，2015

年 804(65,739)件，2016 年 832(89,743)件，2017 年 933(118,815)件，2018 年 819(105,714)件で

ある（ERIC,GakuNin 経由 PsycINFO の文献数）。ERIC では，school phobia に関する文献が数

年間 0 件であるが，文献総数の増減については今後も注目していきたい。 

 基礎研究としての ERIC および PsycINFO(PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS) の文献を用いた

世界の不登校に関する研究の 1 年毎の概観は，28 年目となる。2002 年まで進めてきた ERIC の

年毎の概観が，検索方法が一度変更され，できなくなっていたが 2012 年より再度過去の文献も

含めて検索ができるようになった。PsycINFO(PSYCHOLOGICAL ABSTRACTS)についても

2015 年 7 月以降 GakuNin 経由での検索が可能となった。日本における登校に関連する問題，不

登校に関連する問題は解決してきているとは考えられず，いじめや児童虐待の関係からも，通

常学級に在籍している児童生徒のコミュニケーション能力との関連，更に特別支援教育との関

連もあり，今後も１年毎の概観のアプローチをしていく必要があると考えている。 

 なお，2010 年の文献に関わる作業中に東日本大震災が起こり，この文献分類作業には直接的



には関連はないが，特に東日本大震災の被災地域が学校基本調査の不登校での高い値を示し続

けていることもあり今後も注視していきたい。 
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